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ISMS 個人情報保護システム

症例類型毎の
資源消費（個、集団）

集団の健康ニーズと
費用の把握

継続
（時系列）

患者調査等

人口動態
統計等

医療施設
調査等

その他

（医療･福祉）施設レベル
のパフォーマンスと費用
のデータ

疾病登録事業
データベース等

発生率とその推移

中長期的
治療効果と費用

パフォーマンス
（効果、費用）の
施設間比較
医療技術の普及

施設レベルの連結

症例レベルの連結

各種行政統計

診療報酬等
請求明細情報

介護関連データ
ベース等

医療版マイナンバーも、提案

Imanaka Y, 2000
今中雄一. 海外社会保障研究, 2000;133:18-26.参照

integrating large-scale
health, health care & LTC databases 
(& government survey data)

1999～2000年に
医療、介護、健診データの結合・統合を提案
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1. メディカルコントロール体制と
今後の地域救急医療の可視化

2. 社会医学系専門医制度
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本日のアウトライン
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１
メディカルコントロール体制と
今後の地域救急医療の可視化



プレホスピタル・ケアにおけるメディカルコントロール体

制とは、医学的観点から救急救命士を含む救急隊員が
行う応急処置等の質を保証する仕組みをいう。具体的
には、消防機関と医療機関との連携によって、

〔1〕医学的根拠に基づく、地域の特性に応じた各種プロ
トコルを作成し、

〔2〕救急隊が救急現場等から常時、迅速に医師に指示、
指導・助言を要請することができ、

〔3〕実施した救急活動について、医師により医学的・客

観的な事後検証が行われるとともに、その結果がフィー
ドバックされ、

〔4〕再教育等が行われる体制をいうものである。
9

メディカルコントロール体制の充実

https://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h26/h26/html/2-5-4-3.html
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医政局指導課酒井智彦氏スライドより
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10801000-Iseikyoku-Soumuka/0000049307.pdf

救急医療体制等のあり方に関する 検討会
報告書(H26.2)
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QIP: Quality Indicator/Improvement Project

Acute Ischemic Stroke: Lee, Imanaka, et al. Cerebrovascular Disease, 2013. 
Pneumonia: Uematsu, Imanaka et al., BMC Pulmonary Medicine  2014. 
A M I :  Hayashida, Imanaka et al. J Int Med Res 2007.  Park, Imanaka et al. Int J Cardiol, 2013
Acute Heart Failure:  Sasaki, Imanaka et al. Can J Cardiol, 2013

リスク調整アウトカム指標:
急性心筋梗塞の院内死亡率と予測範囲
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アウトカムの計測には、
リスク調整（予測モデル）が必須

精度高いモデルに、北米も注目
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t-PA投与（血栓溶解療法）割合

脳梗塞症例における早期リハビリテーション受療割合と
t-PA投与（血栓溶解療法）割合の分布（二次医療圏ごと）

注）２府６県の５１二次医療圏各々の脳梗塞入院（急性期治療）症例における割合（2010年4月～2012年4

月診療分）。厚生労働省のレセプト・ナショナルデータベースの研究利用許可を得て算出（京都

大学 医療経済学分野）。
13

地域間で
医療の質の
格差は大きい！

Otsubo T, Imanaka Y, et al. J Stroke Cerebrovasc Dis, 2014



全国の二次医療圏： 2012年厚労省の悉皆DPCデータ

脳梗塞症例におけるt-PA投与割合の分布
（二次医療圏ごと）

地域間で
医療の質の
格差は大きい！
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急性心不全
リスク調整 院内死亡率

リスク調整死亡率は
専門医の多い病院ほど低い傾向
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地域間の拠点候補と、
緊急ｱｸｾｽ圏内・圏外
の人口を算出し､計画
へ繋げる

京都府 あんしん医療制度プロジェクト

急性心筋梗塞
入院件数分布
(国保レセH20.6-H21.6審査分)

地
域
Ｘ
住
民

院
内
死
亡
率



患者の動き：AMI
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Lung Cancer

滋賀県

福井県

奈良県

大阪府

兵庫県

60.6%

67.4%

75.2%

94.2%
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96.5%

34.1%

25.5%

19.4%

16.3%

患者の移動（二次医療圏間）

AMI

京都府

あんしん医療制度
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ2009-10年度



拠点化と連携強化 Hub & Spoke Model

Hub

Spoke

Hub

Spoke

Hub

Spoke

Hub

Spoke

現状を踏まえ
課題（疾病群）特異的な構築へ

Hub

Spoke

AMI Lung Cancer



財政難の中、喫緊の課題！

限りある医療資源で、

質高く、効率よく、公平公正な、

医療提供システムを

作っていかねばならない

社会的協働へ
Social Joint Venture
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社会的な協働
SJV (Social Joint Venture)

• 医療介護の実態を可視化し課題を共有し、

• 行政に加え、市民、マスコミ、保険者、医
療・ケア提供者、学術界、教育界、保健医
療福祉に関係する産業、社会企業家など､

• 全てのアクターが、意識的･明示的に協調し
てそれぞれの役割を果たしていく、

• （少し）新しい社会的な協働を進めることが
必要である。
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医療システム再構築のために、
各アクターが参画 (社会的協働“SJV”)

医師等医療者の配備・担当持ち回り、行政・医
局による支援・研修機能強化医師配備のしくみ

受入れの拠点化､救急ﾈｯﾄﾜｰｸ再構築

医療・ケアの遠隔支援システム
情報通信システムほかＩＣＴ､遠隔医療･ｹｱの導入

資源利用のスマート化､インフラ構築
ボランティア活動ほか

企業・社会企業､社会資源の活性化など

医療介護教育、医療エコ、財政エコ、
まちづくりへほか市民エンパワメント

市民、ﾏｽｺﾐ、学界、
産業界、行政ほか

データ活用･情報共有システム

実態の説明、医療エコ活動推進ほかマスメディアの発信



Ｃ
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© 国立循環器病研究センター

このようなツールが､十分に活用されていない



24© 国立循環器病研究センター こういうツールが活用されていない



総力戦で医療介護制度の再建設を

• 財政が逼迫し資源も限られる中で、

• 増大する需要に対応するには、

• 医療介護制度の大変革は不可欠。

• コストを無視する財政錯覚に陥ることなく、

• また規制緩和のみに頼ることなく、

• 全ての利害関係者が、知恵と力を投入して

• “総力戦で”持続可能な制度をつくり上げていく
必要がある。
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２
社会医学系専門医制度



社会医学系専門医制度の経緯

社会医学系学会・団体

平成27年6月 共同提言「社会医学領域の

専門医制度確立について」

9月 社会医学系専門医協議会 発足

平成28年3月 専門研修プログラム整備基準策定

10月 研修プログラムの認定開始

12月 一般社団法人 社会医学系専門医協会

発足

専門医・指導医の本登録開始

平成29年1月 専門医・指導医の認定開始

4月 社会医学系専門医制度開始 27



社会医学系専門医の理念と使命

○社会医学系専門医制度の理念

本専門医制度は、個人へのアプローチにとどまらず、多様
な集団、環境、社会システムにアプローチし、人々の健康の
保持・増進、傷病の予防、リスク管理や社会制度運用に関し
てリーダーシップを発揮することにより社会に貢献する専門
医を養成する。もって、多世代・生涯にわたる健康面での安
全、安心の確保と向上に寄与することを理念としている。

○社会医学系専門医の使命

本領域の専門医は、医師としての使命感、倫理性、人権尊
重の意識、公共への責任感を持ち、医学を基盤として保健・
医療・福祉サービス、環境リスク管理および社会システムに
関する広範囲の専門的知識・技術・能力を駆使し、人々の命
と健康を守ることを使命としている。

社会医学系専門医協会ＵＲＬ：http://shakai-senmon-i.umin.jp/
28



• 地域や国の保健・医療・福祉・環境行政に携わる人材

• 環境衛生，衛生研究所・環境研究所等の研究に携わる人材

• 感染症対策、災害時の保健医療活動に携わる人材

• 産業衛生など職域集団の健康維持・増進を担う人材，産業医

• 大学等で研究･教育を担い，地域や国の保健・医療・福祉・環境保全の活動，
制度やシステムに携わる人材

• 国際保健（ｺﾐｭﾆﾃｨﾍﾙｽ，国のｼｽﾃﾑ）に携わる人材（国際機関，NGO，ｺﾝｻﾙﾀ
ﾝﾄなど）

• 保健・医療・福祉などの組織管理，質・安全の管理，リスク管理・危機管理、
情報管理を担う人材，それらの評価・向上を担う人材，それらに関わる政策づ
くりに携わる人材

• 保健・医療・福祉・環境分野における関連研究開発（臨床研究含む）と開発物
の社会実装，およびその過程の制度的側面・倫理的側面の評価･支援･指導
に携わる人材

• 医療・健康の関連産業・企業等に関わる人材

人材像・活動領域 （例）

29



一般社団法人 社会医学系専門医協会
（Japan Board of Public Health and Social Medicine）

・設立

平成28年12月５日

・構成（社員）順不同

日本衛生学会、日本産業衛生学会、日本公衆衛生学会、日本疫学会

日本医療・病院管理学会、日本医療情報学会

日本集団災害医学会、日本職業・災害医学会

全国保健所長会、全国衛生部長会、地方衛生研究所全国協議会

全国機関衛生学公衆衛生学教育協議会

日本医師会、日本医学会連合

（８学会６団体、計14組織）

オブザーバー：厚生労働省､国立保健医療科学院

・事務局

東京都新宿区（日本公衆衛生協会内） 30
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医学教育モデル・コア・カリキュラムに
掲載

平成28年度改訂版
平成29年3月31日公表

社会医学系専門医
32



めざすもの

• 社会医学領域において、能力向上を進
める共通基盤を作る

• 次第に、そして継続的に、より良い仕組
みにしていく

• 関係者の協働の基盤を作る

• キャリアパスの見える化を進める

• 公衆衛生システム全体、多職種全体の
活動の向上を目指す

33



社会医学系専門医研修の概要

行政・地域 産業・環境 医 療三
分
野

四
実
践
現
場

行 政 医療現場

教育・研究機関

職 域

専攻医指導医専門医 1.公衆衛生総論
2.保健医療政策
3.疫学・医学統計学
4.行動科学
5.組織経営・管理
6.健康危機管理
7.環境・産業保健

国立保健医療科学院
公衆衛生大学院等大学院
講習会＠各学会
e-ラーニング
その他

実践現場研修

社会医学系専門医試験

専門医

3年間

サブスペシャリティ等

基本プログラム

34
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基本プログラム

1. 公衆衛生総論
2. 保健医療政策
3. 疫学・医学統計学
4. 行動科学
5. 組織経営・管理
6. 健康危機管理
7. 環境・産業保健

専
門
職
大
学
院
Ｍ
Ｐ
Ｈ

な
ど
で
は
免
除



専攻医にとって：
○ いずれか一つが、主分野となる。
○ 他の２分野を副分野として、経験する。

（将来のより効果的な連携のために）

三分野の交流・ネットワークの拡充

三分野

36



職域

行政

教育研究
機関

医療

社会医学系分野のネットワーク強化を！

37



専攻医は順次受付

• 専攻医の期間は、通常、３年間

• 形成された研修プログラムごとに、専攻医を
受けていく

• 専攻医には、担当指導医が１名つく

• 研修手帳に活動・研修を記録していく

• 全ての専攻医は、各研修プログラム管理委
員会を通じて、社会医学系専門医協会に登
録する

38



専門研修後の成果(コア・コンピテンシー)
１．基礎的な臨床能力

２．分析評価能力

３．課題解決能力

４．コミュニケーション能力

５．パートナーシップの構築能力

６．教育・指導能力

７．研究推進と成果の還元能力

８．倫理的行動能力

上記８つのコア・コンピテンシーをもとに、国、地域、職域、医療現場等

の社会に存在または発生する健康課題に対して、システム、環境、集団、

個人といった幅広い対象に働きかけて問題を解決することができ、その際

には医療・保健専門職のみならず、幅広い立場の関係者との協働および調

整ができるようになることを目指す。 39



専門研修の方法

① 実践現場での学習

・３分野（行政・地域、産業・環境、医療）の課題の経験

（１つの主分野と２つの副分野）を４つの実践現場

（行政機関、職域機関、医療機関、 教育・研究機関）の

いずれかで行う
・副分野は、３年で各３０時間程度経験する

② 基本プログラム

・分野に関わらず共通のカリキュラム
・学会開催時等の研修プログラム、公衆衛生系大学院、

国立保健医療科学院等のプログラム

③ 専門分野の研修と研究活動

・関連学会の学術大会等で発表

④ 自己学習 40



専門研修の目標
経験目標（経験すべき課題）

○総括的な課題（全項目が必須）
・組織マネジメント
・プロジェクトマネジメント
・プロセスマネジメント
・医療・健康情報の管理
・保健・医療・福祉サービスの評価
・疫学・統計学的アプローチ

○各論的な課題（全22項目中３項目の経験が必要）
・保健対策 （母子保健ほか ６項目）
・疾病・障害者対策 （感染症対策ほか ４項目）
・環境衛生管理 （生活環境衛生ほか ３項目）
・健康危機管理 （パンデミック対策ほか ５項目）
・医療・健康関連システム管理
（医療・保健サービスの安全および質の管理ほか ４項目）

41



① 情報収集

・健康状態を含む個人に関する情報

・個人の集合体である集団に関する情報

・個人が生活や就労する環境に関する情報等

② 情報の分析

③ 解決のための計画の立案

・個人へのアプローチ、集団や環境へのアプローチ

・リスクマネジメント手法、クライシスマネジメント手法

④ 実行

⑤ 評価

・計画の実行状況や目標の達成状況

⑥ 評価結果に基づく継続的改善

経験目標(課題解決のためのプロセス)
⇒到達目標・専門技能、医師としての倫理性等
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プレホスピタル・ケアにおけるメディカルコントロール体

制とは、医学的観点から救急救命士を含む救急隊員が
行う応急処置等の質を保証する仕組みをいう。具体的
には、消防機関と医療機関との連携によって、

〔1〕医学的根拠に基づく、地域の特性に応じた各種プロ
トコルを作成し、PLAN
〔2〕救急隊が救急現場等から常時、迅速に医師に指示、
指導・助言を要請することができ、 DO
〔3〕実施した救急活動について、医師により医学的・客

観的な事後検証が行われるとともに、その結果がフィー
ドバックされ、 CHECK
〔4〕再教育等が行われる体制をいうものである。ACT
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メディカルコントロール体制の充実

https://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h26/h26/html/2-5-4-3.html
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社会医学系専門医制度 専門研修プログラム
（2017年9月現在）



• 専門研修プログラム

６２プログラム

［県単位を中心に］

• 専門医・指導医

合計 2,472人
• 専攻医

合計 107人 45

現況(2017年10月現在)
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学会
日本衛生学会
日本産業衛生学会 768 31.1%
日本公衆衛生学会 916 37.1%
日本医療・病院管理学会
日本医療情報学会
日本疫学会
日本集団災害医学会 391 15.8%

計 2,470 100.0%


Sheet1

										学会 ガッカイ		行政		職域		教育研究機関		医療機関		他1		他2 タ

										日本衛生学会		6		1		71		8		2		0		88		3.6%

										日本産業衛生学会		48		369		163		138		45		5		768		31.1%

										日本公衆衛生学会		592		16		216		69		17		6		916		37.1%

										日本医療・病院管理学会		9		0		51		29		3		0		92		3.7%

										日本医療情報学会		3		0		53		24		5		0		85		3.4%

										日本疫学会		10		2		95		18		5		0		130		5.3%

										日本集団災害医学会		25		3		117		223		16		7		391		15.8%

										計 ケイ		693		391		766		509		93		18		2,470		100.0%

										日本衛生学会		6		1		71		8		2		0		88		3.6%

										日本産業衛生学会		48		369		163		138		45		5		768		31.1%

										日本公衆衛生学会		592		16		216		69		17		6		916		37.1%

										日本医療・病院管理学会		9		0		51		29		3		0		92		3.7%

										日本医療情報学会		3		0		53		24		5		0		85		3.4%

										日本疫学会		10		2		95		18		5		0		130		5.3%

										日本集団災害医学会		25		3		117		223		16		7		391		15.8%

										計 ケイ		693		391		766		509		93		18		2,470		100.0%





Sheet2

				学会 ガッカイ

				日本衛生学会

				日本産業衛生学会		768		31.1%

				日本公衆衛生学会		916		37.1%

				日本医療・病院管理学会

				日本医療情報学会

				日本疫学会

				日本集団災害医学会		391		15.8%

				計 ケイ		2,470		100.0%







社会医学系専門医制度

☆ 個の力も､

☆ システムの力も､

次第に向上させていくのがねらい

 All Japanでネットワーク力強化

若手訓練＋生涯学習機会の充実

（継続的資質向上）

47


	メディカルコントロールと�社会医学との関わり
	ＣＯ Ｉ 開示�　�筆頭発表者名：　今中　雄一
	スライド番号 3
	医療版マイナンバーも、提案
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	本日のアウトライン
	１�メディカルコントロール体制と�今後の地域救急医療の可視化
	メディカルコントロール体制の充実
	スライド番号 10
	リスク調整アウトカム指標:�急性心筋梗塞の院内死亡率と予測範囲
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	財政難の中、喫緊の課題！
	社会的な協働�SJV (Social Joint Venture)
	医療システム再構築のために、�各アクターが参画 (社会的協働“SJV”)
	Ｃ
	スライド番号 24
	総力戦で医療介護制度の再建設を
	２�社会医学系専門医制度
	社会医学系専門医制度の経緯
	社会医学系専門医の理念と使命
	人材像・活動領域　（例）
	一般社団法人　社会医学系専門医協会�（Japan Board of Public Health and Social Medicine）
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	めざすもの
	社会医学系専門医研修の概要
	基本プログラム
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	専攻医は順次受付
	専門研修後の成果(コア・コンピテンシー)
	専門研修の方法
	専門研修の目標�　経験目標（経験すべき課題）
	経験目標(課題解決のためのプロセス)�⇒到達目標・専門技能、医師としての倫理性等
	メディカルコントロール体制の充実
	スライド番号 44
	現況(2017年10月現在)
	スライド番号 46
	社会医学系専門医制度

